
令和2年12月 

 

 

※複合用途の考え方について、問い合わせの多いものをまとめています。 

（あくまでも福岡市の取り扱いです。行政庁によっては取り扱いが異なる場合があります

のでご注意ください） 

 

１、複合用途建築物の基本的な考え方 

 〇定期報告の対象となる部分が一部でも含まれている場合は、建築物全体が報告の対象

となります。ただし、建築物内部の調査については、対象外用途の部分は省略すること

ができます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

２、対象かどうかの判断を行う際の床面積の考え方 

 〇対象となる特定建築物と報告年度一覧表内の用途ごとに算定し、判断します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

★共用部分の考え方 

   〇各用途の利用者が共有する廊下、階段、便所など（共用部分）の床面積については、専用部分の 

床面積に応じて按分した上で、各用途の床面積に算入します。 

 

 

 

 

 

 

 

複 合 用 途 建 築 物 の取 り扱 いについて 

中央の廊下・階段部分には、

「飲食店」、「物販店」の利用者が

共同使用する部分
飲食店

（専用：200㎡）
物販店

（専用：100㎡）

廊
下
・
階
段

（

　
㎡
）

30

飲食店部分面積

200㎡+（30㎡×2/3）＝220㎡

物販店部分面積

100㎡+（30㎡×1/3）＝110㎡

３F   事務所 

２F   事務所 

地上▼ １F   事務所 

B1F   飲食店

事務所：定期報告対象外 

飲食店として定期報告の対象となります。

建築物の内部については、飲食店内部及び飲食店利用者が利用

する廊下、階段等が調査対象となります。

飲食店（100 ㎡超）が地階に

あるもの 

飲食店① 
40 ㎡ 

飲食店②

40 ㎡

地上▼ 

物販店（200 ㎡）

物販店（200 ㎡）

それぞれの用途ごとに判断し、すべて対象外となる 
場合は建築物 全体としても対象外となります。

（一部でも対象となる場合は、建築物全体が対象です）

飲食店①、②の合計が 100 ㎡以下 
→対象外 

2 階にある物販店の床面積が 500 ㎡未満 
→対象外 



 

３、報告年度が異なる複数の用途が対象となっている場合 

 〇原則として主要（面積が一番広い）用途の対象年度に建築物全体を報告することとなります。 

  特段の事情により主要（面積が一番広い）用途の対象年度に報告できない場合は監察指導課へ

ご連絡ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〇共同住宅とそれ以外の対象用途の複合施設の時、それ以外の対象用途が定期報告対象規模以

上になる場合は床面積に関わらず、それ以外の用途が主用途になりますので、その対象年度

に報告してください。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

★同一敷地内に別棟で複数の用途がある場合 

対象年度の考え方は、上記と同様です。報告書は棟ごとに作成してください。 

 

 

 

【例】

5F 老人ホーム

4F 老人ホーム

3F 老人ホーム

地上▼ 

2F    

有床診療所 

有床診療所 

1F    

・有床診療所が 1F～2F で 400 ㎡ 

・就寝用福祉施設が 3F～6Fで 600㎡

この場合は、就寝用福祉施設の年度

にまとめて報告してください。 

【例】 

6F

5F

4F

3F

2F
地上▼ 1F

・有床診療所が 1F～2F で 400 ㎡ 

・共同住宅において 5 階以上のいず

れかの階が 100 ㎡を超える 

この場合は就寝用福祉施設の年度に

まとめて報告してください。また、建

築設備や防火設備も対象となります。 有床診療所 
共同住宅

共同住宅

共同住宅

共同住宅

有床診療所 

【問い合わせ先】 

 福岡市中央区天神 1丁目 8-1 

福岡市住宅都市局建築指導部監察指導課 

ＴＥＬ（０９２）７１１－４７１９ 

Mail：kansatsu.HUPB@city.fukuoka.lg.jp 


